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阪神水道企業団管理規程第３号 

通勤手当支給規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和２年３月６日 

阪神水道企業団      

企業長 谷 本 光 司  

通勤手当支給規程の一部を改正する規程 

通勤手当支給規程（昭和44年管理規程第３号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（総則） 

第１条 阪神水道企業団一般職員の給与

に関する条例（昭和27年条例第52号。

以下「条例」という。）第９条の規定

に基づく通勤手当の支給については、

この規程の定めるところによる。 

 

（通勤手当の月額） 

第３条の２ 通勤手当の月額は、次の各

号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

⑴ 前条第１号に掲げる職員 第７条

から第９条までに定めるところによ

り算出したその者の１か月の通勤に

要する運賃等の額に相当する額（以

 

（総則） 

第１条 阪神水道企業団企業職員の給与

の種類及び基準に関する条例（昭和41

年12月条例第６号）第６条の規定に基

づく通勤手当の支給については、別に

定める場合を除き、この規程の定める

ところによる。 

（通勤手当の月額） 

第３条の２ 通勤手当の月額は、次の各

号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

⑴ 前条第１号に掲げる職員 第７条

から第９条までに定めるところによ

り算出したその者の１箇月の通勤に

要する運賃等の額に相当する額（以
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下「運賃等相当額」という。） 

⑵及び⑶ 省略 

第９条 運賃等相当額は、次の各号によ

る額の総額とする。 

⑴ 交通機関が定期券を発行している

場合は、当該交通機関の利用区間に

かかる最長の通用期間の定期券（等

級区分があるときは、最低の等級に

よる。）の価格を最長の通用期間の

月数で除して得た額。ただし、交替

制勤務に従事する職員等で平均１か

月当たりの通勤所要回数の少ないも

の （ 次 号 に お い て 「 交 替 制 勤 務 者

等」という。）について、この額が

次 号 の 場 合 に よ る 額 を 超 え る と き

は、同号の場合による額とする。 

⑵ 交通機関が定期券を発行していな

い場合は、当該交通機関の利用区間

についての通勤21回分（交替制勤務

者等にあつては、平均１か月当たり

の通勤所要回数分）の運賃等の額で

あつて、最も低廉となるもの。 

⑶ 省略 

（経路の長さの測定） 

第13条の２ 経路の長さの測定は、便宜

上、企業長の指定する電子地図（縮尺

５万分の１以上で、２点間の距離を経

路に沿って測定できるものに限る。）

等を用いて行うことができるものとす

る。ただし、この測定は、実測に優先

するものではない。 

下「運賃等相当額」という。） 

⑵及び⑶ 省略 

第９条 運賃等相当額は、次の各号によ

る額の総額とする。 

⑴ 交通機関が定期券を発行している

場合は、当該交通機関の利用区間に

かかる最長の通用期間の定期券（等

級区分があるときは、最低の等級に

よる。）の価格を最長の通用期間の

月数で除して得た額。ただし、交替

制勤務に従事する職員等で平均１箇

月当たりの通勤所要回数の少ないも

の （ 以 下 「 交 替 制 勤 務 者 等 」 と い

う。）について、この額が次号の場

合による額を超えるときは、同号の

場合による額とする。 

⑵ 交通機関が定期券を発行していな

い場合は、当該交通機関の利用区間

についての通勤21回分（交替制勤務

者等にあつては、平均１箇月当たり

の通勤所要回数分）の運賃等の額で

あつて、最も低廉となるもの。 

⑶ 省略 

（経路の長さの測定） 

第13条の２ 経路の長さの測定は、便宜

上、国土交通省国土地理院発行の地形

図 （ 縮 尺 ５ 万 分 の １ 以 上 の も の に 限

る。）等について、キルビメーター等

を 用 い て 行 う こ と が で き る も の と す

る。ただし、この測定は、実測に優先

するものではない。 

 

備考 

１  改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する改正後の欄中下線が引か

れた部分（以下「改正後部分」という。）がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

２  改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

３  改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。 

 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 


